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ド、マー=アイスナー・モデルへの「マルクス

二エンゲルス効果」の組入れ

高守貞男

I ドイツ型減価償却金融論とアメリ力型減価償却金融論

「固定資本は生産過程においてひきつづき現物形態をもって働いているけれ

ども，その価値の一部は，平均損耗度に応じて，生産物とともに流通し，貨幣

に転化されていて，それが現物で再生産されるまでの期間，資本補填のための

準備資金 (Geldreservefond) の要素を形成するJ"が， その場合， 生産物の売上

を通じて凶収された減価償却資金が継続的に設備へ再投資されていったならば，

どのような効果があらわれるであろうか。

この問題について経済モデルを用いて分析した研究成果は多数発表されてい

るが，それらを通読してみると，減価償却金融効果を分析するため設定された

分析方法〈分析対象とそれに相応した分析形式として構成された経済モデル〉ならびに

それを用いてえられた分析結果は，西ドイツの経営経済学者とアメリカの経済

学者とでは，いちじるしく違っていることがわかる。

そこで，西ドイツの経営経済学者によってなされた減価償却金融効果に関す

るそデル分析を「ドイツ型減価償却金融論J， アメリカの経済学者がおこなっ

た分析を「アメリカ型減価償却金融論」と名づけて，両者の理論構造の相違を

要約して示すと，以下のようになる。

「γイツ型減価償却金融論」は，収益要素として還流してくる減価償却資金

を継続的に設備へ再投資してゆ〈と，設備の残存耐用年数全体にわたって生産

しうる全体生産能力 (Totalkapazitat)--W資本論』の用語法にしたがうと，使

1) Kar-l Marx. Das Ka拘印l，2. Band， 1961， S. 166 
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用価値または価値" はなんら変化しないにもかかわらず， ある 定期間，

たとえば 1年間に生産しうる期間生産能力 (Periodcnkapuz加のまたは台数め

一一使用形態または現物形態 は拡大するという現象を分析するため，

Dl) 生産物の価格は少くとも原価を補償する ω したがって，減価償却費は

必らず回収される。

D2) 全設備はかなりの可分性をもっている。したがって，減価償却資金は

相応する部分設備に分割して再投資する乙とができる。

という 2つの前提をおき，分析形式として

D3) はじめに「利益から〔純内部金融〕または外部〔元入・借入]金融に

よって」のあらたに形成された資金が設備へ投下される〔純投資がおこなわれ

る〉。

D4) 以後，各年度の減価償却資金は翌年度はじめに耐周年数が同じ設備へ

再投資される(純投資は全然おこなわれない〉。

という経済モデノレを構成し，それを用いて分析した結果，つぎのような命題を

えているo

D5) 設備の期間生産能力または台数は，当初のそれを 1とすると，耐用年

数がn年の場合，n-l年経過時に(1+訂 1という最大値に達し，その

後へったりふえたりしながら，次第に完rという拡大難(または拡大係
数〕に収束する。よりくわし〈いうと， I追加的〔新]資本の投入によって

金融される各創業投資または拡張投資をもってはじま〔り，かっ】止る一回

2) 全体生産能力は〔給付]数量的な概念というよりはむしろ価値的概念であり，それは 貸借
対照表における設備評価の木賞的基礎をなす。JCHelmut Neuhert. "Anlagenfinanzle四 ngaus 
Ahsc:ireibungen，" Zeitsch門iftfur h白 ui凶即'ssenschaftlicheForscht叫 g，1951， S. 368.) 
3) r期間生産能力の広大は増大する機棺台数にはっきりとあらわされる。JCKar1 Hax， " Die 
Bede叫ungvon Ahschreibungs-und Investitionspolitik fur das Wachstum industrieller 
Unternf>hlTIunge.o， Aufbau d百 Theorie des Kapazitatserweiterungs-Effektes durch 
VarIahon einzelner Pramissen，“ in Festschrifi fur Erwin Geldmacher， Indus的 ebetrieb
u.nd in.du...triPllp.s Rechnungsw雌 n，Neue Eηtwicklun.応stendenzen， 1961， S. 15 
4) Ebenda， S. 19 
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性の現象」町としては， 期間生産能力または台数の拡大効果は，当初代利

益からの〔純内部金融〕または外部金融による)新資本の供給の下でおこ

なわれる創業投資または拡大投資J"の多寡にかかわらず，窮局的には耐用

年数のみに依存する〔耐周年数が長ければ長いほど，大きくなる1拡大乗数倍に

おいて成立する。

もちろん，減価償却資金を年度末まで累積することなし即座に部分設備へ

連続的に再投資できるほど全設備の可分性が無限である場合には平均資本

拘束期間 (mittlereKapitalbindungsdauer)は耐周年数の丁度半分であるから，耐

用年数を nであらわすと，・・・・平均資本拘束期間は号 〔年〕となる。〔そじ

て]その場合には，拡大乗数は〔平均資本拘束期間にたいする耐用年数の比率

として〕

--"---=2 
n 
2 

(1) 

と計算される。」η しかし， すでにりべたように減価償却資金の再投資がす

べて年度末まで延期される場合には，平均資本拘束期聞は半年延長されて，

す十三=弓~c年〕となる。

再〕投資の場合には，拡大乗数は，

である。」旬

η 2n 
ヌ芋1 n+l 
2 

!したがって， この非連続的[1年ごとの

(2) 

さて，以上要約したように rドイツ型減価償却金融論」が「単一のまたは

いくつかの〔純設備〕投資」をもって「ある一定期間内にはじまりかつ止る有

限的な〔期間生産能力または台数の拡大〕現象」むを分析しているのにたいし，

5) Ebenda， S. 16 
6) Ebend，弘 S.17 
り Ebenda，S. 19 
8) Ebenda， S. 20. 
的 EvseyD. Domar， Essa少S ln the T.郎叩ザZαonomicG叩叫h，19⑤7， p. 166 
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「アメリカ型減価償却金融論」は粗設備投資が年々成長してゆく国民経済また

はその可除部分たる成長企業における減価償却資金の再投資が取替投資をこえ

る現象を分析するため，企業レベルでは，

Al) 生産物の価格は原価プラス利益を補償する。

A2) 全設備はある程度の可分性をもっている。したがって，減価償却資金

の再投資だけではなく，純内部金融または外部金融による純投資も可能で

ある。

とし寸前提において，分析形式としてつぎのような「ドマー=アイスナ ・モ

デノレ」叫を構成する。

A3) 耐用年数がすべて同じ設備への牛度はじめにおこなわれる粗投資mが

年々 定の成長率をもって算術級数的問(または幾何級数的〉に成長する。

A4) 各年度の減価償却資金は翌年度はじめに設備へ再投資される。

ただL， ドマー=アイスナ ・モデルでは i企業よりもむしろ〔国民]経

済を問題とする場合には，われわれは取替えを必要としない最初の n年間を不

問にふすことができるJ'めという立場から，減価償却資金の再投資と取替投資

が同時に折重っておこなわれる最初のn年経過後の任意の t年 (t主的に分析

範囲をかぎっている。なぜなら， ~.資本論』の著者も指摘しているように，国

民経済またはその可除部分たる企業を問題とする場合 i各年度は，どの個別j

10) 能勢信子「成長経済と減価償却 1，神戸大学経済経嵩研究所『企葬睦昔年報』昭和.12年， 141-、
:/; Hans-Joachim Engelelter， "Die Bedeutung der Abschreibung als Finanzierungs 

faktor im wachsenden Untern油 men，“ BetriebsτvirtschaftlicheForsu叫ngund Praxis， 

J uh/ August 1961， S. 420 
11) ドマー=アイスナー そデルでは， i粗投資よりも純投資に主要な投割をわりあてる試みは，
結果としてもたらされる複雑さからみてひき合わなかったJ(Domar，ロρcit.，p. 156n.)ので，
回避されているが，その場合，粗投資には，減価償却資金の再投資以外に，さらに純投資が含ま
れていることはいうまでもない.
12) ドマ =アイスナ} モデルでは，一般に粗投資は年々幾何紐数的に成長するものと桓定され
ているが. pパート アイスナーが当該モデルを解説する場合には，粗投資は年々算荷級数的に
成長するものと恒定しており CRobeτt Eisner，“Conventional Depreciation A110wances 
versus Replacement Cost，" The Controller， Novernber 1953， p. 514)，またその方がわかり
易いので，本稿では，それにLたがっていることをことわっておし
J.1) 仁'11naT.nρ cit.， p. 169 
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事業においても，またどの産業部門においても，取替えらるべき固定資本にと

って死の年度である。同じ個別資本のなかでも， 固定資本のどの部分かが(と

いうのは1 部分によって寿命が違うのだから)取替えられねばならない。年々の再

生産を単純な規模で，すなわち蓄積はすべて捨象して考察する場合でも，われ

われはそもそもその発端から始るのではない。その年は多くの年の流れのなか

のある一年であって， 資本主義的生産が最初に誕生した年ではない」凶からで

あるc

そこで，設備への粗投資が年々算術級数的に成長する「既存り企業または全

体とし亡の経済についてf5.¥ 減価償却資金の再投資と取替投資の関係をグラ

7化してみると，第1図に示したように，ある年度の取替投資は n年前の粗投

資に相等しいから，年々の取替投資の動きは午々の粗投資の動きを示すG線を

n年分右ヘケフトしたR線であらわされる。なお，ある年度における減価償却

資金の再投資は過去n年問の粗投資総額を n年で割ったものに等しいが，すで

にのべたように，年々の減価償却資金は翌年はじめまで累積され，平均して半

年延期されて再投資されるので，年々の減価償却資金の再投資の動きは，即座

に連続的に再投資がなされる場合の (G線とR隷の丁度真中を平行に通る)d線を

吉年分右ヘシフトしたD線であらわされる。

第 1図における G線と D線の間隔が年々の純投資額を， またD線と R線

の間隔が年々の取替投資をこえる再投資超過額をあらわしていることはいうま

でもないが， 粗投資〔さらに再投資と取替投資〉の算術級数的成長率をあらわす

ζrが大きければ大きいほど， またnが長ければ長いほど，G，D;Rの各線

の間隔はますます大雪くなることからもわかるように，そこに成立しているG

>D>Rという不等関係はまずまず聞く。しかしながら，純投資がお ζなわれ

ないため，粗投資〔きらに再投資と取主主投資)の成長がなし ζ7 がゼロである

場合には，G， D， R の各線はすべて水平に重ってしまうから， かかる不等関

14) .Marx， a. a. 0.. S. 457. 
15) Domar， op. cit.， p. 156 
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第 1図

t三五n

係は解消L-，そこに G=D=Rという同等関係が成立する。

G 

以上のような分析を (数式を用いて) 展開した結果 Iアメリカ型減価償却

金融論」は I既存の企業または全体としての経済について」

A5) 設備への粗投資が年々拡大する(純投資が追加されB 拡大再生産しつづけ

る〕成長経済または成長企業では， 減価償却資金の再投資は取替投資を趨

過する Q その場合，拡大投資に向けられるこの超過額は，粗投資の成長率

が高ければ高いほど，また耐周年数が長ければ長いほど，ますます大きく

なるが，粗投資の成長率がゼロである(純投資がまったくなされない〕場合に

は，耐周年数のいかんにかかわらず，消〉戒する。

A6) 設備へり粗投資が年々同一規模でお乙なわれる(純投資のない単純再生

産をくりかえし1いる〕停滞経済または停滞企業では，減価償却資金の再投

資は取替投資と相等しい。

という 2つの命題(以下;A5を「一般命題J.A6を「特殊命題」という〉が成立する

ことを明らかにした。

II W資本論』における2つの減価償却金融論

ところで Iドイツ型減価償却金融論」が分析している減価償却資金の再投



ドマー=アイスナーモデルへの「マルクス=エンゲルス効果Jの組入れ (51) 51 

資による設備の期間生藍能力または台数の拡大「現象については，すでに 100

年も前に，カール・マノレクスが『資本論~ c第2巻第8章に〕おいて〔つぎに
引用するように〕注目していた」附ことを見逃すことはできない。

「固定資本の価値のうち 貨幣に転化された部分は，事業を拡張するために，ま

たは機械に改良をほどこしそり効率を増するために，役立ちうる。そり結果，おそか

れはやかれ再生産が，しかも 社会の立場からみれば一一拡大きれた規模での再生

産がおニなわれる。牛産場面が拡大される場合には，外延的に，生産手段り効率が高

められる場合には，内包的におこなわれる。この拡大された規模での再生産は，蓄積

一一剰余価値の資本への転化 から生ずるのではなく，固定資本り本体から分かれ

て貨幣形態で離れた価値り，同種の新たな，迫力皿的なまたはより効率的な固定資本へ

り再転化から生ずるりである。」出

とはいえ， 以上のような減価償却資金lの再投資から生ずる「再生産効果J闘

は，マルクス個人によってではなく， fKマルクスとF エンゲノレス〔の2人の

共同〕によって発見された現象であった。」四事実 -r資本論』の形成過程にお
いて大きな役割をはたしたマルクスとェγゲノレ兄の往復書簡と『剰余価値学説

史』をひもといてみると fそこにおいて，フリードリッヒ・エYゲノレスは，

カーノレ・マルクスの聡明な洞察力によってはげまされ c第 2次大戦後)10年
間に〔西ドイツの〕経営経済学〔者〕によってはじめて再発見されたところの

〔減価償却資金の再投資による設備の期間生産能力の拡大〕問題を分杭してい

た」叫ことがわかる。以下， 少し長くなるが， 関係個所をとりだし， 歴順的に

配列してみるとしよう。

マノレグスからエンゲノレλへの手紙 (1862年 8月20日〉

16) Ottomar Kratsch， "Zu einigen Abschreibungsproblemen，" Wirtschaftsτ叫ssenschaft，
April 1957， S. 558 
17) Marx. a仏0.， S. 166 
18) Siegfried Tannhauser日 lJKllrl Mauern巴，DioJ Grund四 'ttelin der soziaZistischen 
lndl山 trieder DDR， 1960， S. 224 
19) Johannes Behr， "Zu:r Finallzierung der e口'VeitertenReproduktion dcr Grundmittel 
aus Amortisationen in der soziahstischen lndustrie DDR，“ in lahrbuch des Instituts如r
vVirtschaftswissenschaften， Problcrm; de，ρolitisch.enοkonomie， 4. Band， 1961， S 310 
20) Karl Haχ， "Karl Marx und Friedrich Engels uber den Kapazitatserweiterungs-Effekt，“ 
Zeitschrift fur ha?Uf.eZn印刷n:;r;haftlicheForschung， April 1%8， S. 22ら
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「君が〔紡績業の〕実務として精通しているに違いない1つの点はこうだ。事業の

開始の際の機械を 12，加0ポンドと仮定せよ。それは平均して12年で損耗するものとす

る。その場合，毎年商品に 1正00ポンドり価値が附加されれば， 機械の価値は12年t

支払われる。ー 〈しかし)12年間毎年12分り lずつ現物で取替えられる必要はない

のではないか。では，毎年機械の12分の 1を補填するこの資金はどうなるのか。それ

は，利益田資本への転化ということをすべて別とすれば，実際には，再生産のためり

1つの蓄積資金ではない白かu この資金り存在は3 資本主義的土産が発展しており，

したがって多くの固定資本が存在している国では，そうでない固に比して，資本が蓄

積される率が非常に相違している二とを部分的に説明するものではないか。J21)

エンゲノレスからマノレク λへの手紙 (1862年 9月 9日〉

I(機械の〕損耗の件 こり場合にはs 君はまちがった道に踏みこんでlいる (auf

die unrechte Fahrte gekom men bìst) ものと僕は確信する。J2~)

『剰余価値学説史』第2部

「年々の生産物のかなりの価値部分すなわち年々その生産物にたいLて支払われる

価値のうちりかなりの部分は，たとえば12年後に古い機械を取替えるためにたしかに

必要ではあるが，しかしp 毎年12:5示(1)1ずつ現物で取替える そんなことは実際に

不可能でさえある ために実際に必要とされるようなことは絶体にない

それゆえ，多くの不変資本， したがってまた多くの同定資本が使用されている場合に

は，生産物の価値のうちで固定資本の損耗分を補填する部分のなかに 1つの蓄積資金

が存在するのである。この資金は， ζれを使用する者の世掛かbいえば， こ白蓄積部分

のために剰余価値からの引出しはなんらおこなうことなLに，新しい同定資本(ある

いはまた流動資本〉の投資自ためにに利用Lうるりである。〔マカロックを見よ。〕こ

のような蓄積資金は怠大な固定資本が存在Lていない生産段階や国においτは存在L
ない3 このことは重要な点である。それは改良や拡張などをたえずおこなうために役

立つ資金である。」叩

マノレクスからエンゲノレスへの手紙(1867年 8月24日〉

「僕はもう一度4年前りように lつの点1こついて君の教えを乞わねばならない。

固定資本はたとえば](年後にはじめて現物で取替えることが必要になる。そのあい

、だはその価値はそれをもって生産された商品の販売につれて部分的かっ漸次的に還流

してくる。固定資本のこの逐次的還流分は， (修繕その他Dことを別とすれば〕固定

21) Korl恥1:arx=FricdrichEngels， Werke， 30. Band， 1964， S. 280-281 
22) Eben血， S. 284 
23) 丘町1M町 x，The官官nuber den Melu宅配rt，2. T引1.1959， S. 476-477 
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資本がその素材形態においてたとえば機械として死滅したときに，そり取替えのため

にはじめて必要になる。しかし，そりあいだは資本家はこの逐次的還流分を手にして

いる。

撲は 4年前10，資本家は還流した貨幣をもって固定資本を取替える前に，そ田中聞

においても充用するから 1つD蓄積資金が形成されるように思われる， と君に書い

た。君は，手紙りなかで，あまり内容に立入らずに，これに反対の意見をのべた。そ

。後，僕はマカロックがこり償却資金 (sinkingfund)を蓄積資金としてのべている

ことを知った。僕は，マカロックは決して正しいことを考えるはずがないという確信

の下に， この説を放棄したりiesich die Sache fallen)。

さて，君は，工場主として，固定資本が現物で取替えられることが必要になる以前

に君たちは固定資本D還流分をどうするかを知っているにもカ叫、ない。そこで，君は

この点を(理論抜きで，純実務的に〕僕に答えてくれたまえ。」卸

エンゲノレスからマノレクユへの手紙 (1867年 8月26日〉

「取替資金問題については，明日計算表をそえてくわし〈書こう。(機械が10

年間で全部損耗するものとすれば〉機械が損耗しつ〈す前に，すでに工場主は取替資

金を平均して 4年半利用する。少〈とも自由にできる，ということは疑いない。

そり経済的意義に闘しては，僕にはあまり明瞭でない。J2め

エ Yゲノレ丸からマノレクスへの手紙(187年8月27日〕

「機械に関する 2つの計算表を同封する。それは君に事態を十分に明らかにするだ

ろう。毎年原側面格にたいし普通7.5%の減価償却をするのが原則だが， 僕は計算を

簡単にナるために10%にした。 ζれは多〈の機械にとって大きすぎるもり Eはない。

-計算表第2号では，工場主は貨幣を毎年ただちに新機械に投下するもりと仮定

する。最下段には， 1仕年聞の最終日までに調達した E機械の〕全価値が記されている

が， そこに示されているように， その時に彼は機械 1，000ポンド以上をもっていなし 1。

(そして彼はそれ以ょをもちえないのである。というわけは，彼はちょうど損耗した

価値だけを投資しており，したがって機械白全価値はζのような過程によって増大L

えないから℃ある。〕しかし，彼は，年々依り工場を拡張しており 11年を平均して

建設に 1，449ポンドを要した機械を運用している。したがって，最初の 1，OOO*，ソドを

もってするよりもかなh多く生産し，かつ儲けている。彼が紡績業者であり， 1ポン

ドは 1個D紡錘と前紡機を代表するものと仮定すればs 彼は平均して 1刈0錘ではな

24) Karl Marx=Friedrich Engels， Werke. 31. Band， 1965， S. 327. 
25) 島問中， S.328 
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<， 1，449，鍾をもって紡いだのである。そして，最初の 1，000錘が死滅した後の1866年

1月1日には，そ白聞に調達された 1，358錘にさらに 1865年の償却分236Cポンド=

錘〕が加って計 1，593錘をもって新年度を開始する。 したがって， 彼は減価償却金融

(Abschreibevorschus)によコて，古い機械そりもりから，彼の本来の利潤を 文も

新設備に投下することなしにs 機械を印%増加することができた白である。

E 更新資金が毎年新たに機械に投下される。

1866午 1月1日
新投資損耗卒における価値

1856年 l月 1日調達機械・ ー <2 1000 100% <E 

1857年 l月 1日 10%償却新投資 ー OE 100 90% OE 10 

1858年 1月 1日 10%償却ー "1000 "100 

£ 1日o ~ 10 a 11o 80% ~ 22 

OE 210 

1859年 1月 1日 10%償却 ，，" 1000 " 1日O
£ 2江o ，， 21 a 1270%  ，， 36 

a 331 
186C年 l月 1日 10%償却ー"1000 " 100 

£ 331 ，， 33 a 133 60% ，， 53 

1861年 1月 1口 10%償却

OE 464 

，， 1000 "100 
£ 464 ，， 46 OE 146 

OE 610 

1862年 1月 l日 10%償却・.El日00 .E 100 

50% " 73 

£ 610 ，， 61 OE 1640%  .E 97 
a 771 

1863年 1月1日 10%償却 ι1000 "100 

£ 177 ，，17. a 177 30% A: 124 
OE 948 

1864年1月 l目 10%償却!・ " 10日口 " 100 

£ 948 .E 95 a 195 20% CE 166 

.E 11"43 

ユ865年1月1日 10%償却 ，， 1∞o ，， 1伺
£1143 " 114 畠 214 10% " 193 

.;s 1357 
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186E年 l月1日 10%償却...・>l1000 >l lC口

1856 

185'/ 

1858 

1859 

1860 

1861 

畠 1357 >l136 >l 236 0% >l 236 

新機械の名目価値 . • •• • • ， • • • • . ι1593 

新機械の実質価値 >l1000 

1紡錘を 1ポンドとした場合，工場主が運用したのは

10日0鍾 左欄より繰越 9486鍾

11日01ァ

1ヌ10汐

13311/ 

14641/ 

16101/ 

1863 ・ ・・.1948か

1864.....・・・H ・・ 21431/ 

1865・ー・ ・・ ・・2357汐

11年合計 15934錘

平均 1449錘

1862........................17711/ 

右欄へ繰越 9486錘

そして1866'年はつぎり鍾数で始まる。

1357 

23白

1593錘 伊〉

以上引用したエンゲノレスのマルクスへの手紙(1867年8月27日〕 に付された

計算表第2号では，当初の機械が取替えられたところ Cn=lO)で計算を中止

してい浄，それを続けてゆけば，第 1 表に示したように，錘数は 10~1=9 年

経過に当初の別0錘の(1+占)101=2悶倍に相当する加7錘という最大値

Jこ達した後，へったりふえたりしながら，次第に (rドイツ型減価償却金融論」に
2・10

いう拡大乗数の n に10'<:代入した)10芋1=1.81倍に相当する 1，818錘に収束し

ていくことがわかる。

周知のように，酉r}イツではかかる〔設備舌数または期間生産能力の拡大〕

現象は〔第2次大〕戦後特にアライプノレク大学教授ローマンとヴルツプノレク大

学教授ノレフチによって研究されたので， このような理由から，それにたいして

『ロ マン=ノレフチ効果II (Lohmann=Ruchti Effekt) という名称が用いられる

ようになった。しかしながら，カーノレ・マルクスとフリードリッヒ・ェンゲノレ

26) 日 enda，S. 329.-332 
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第1表計算表第2号 スがかかる現象をすでに1867年に十分に明確に認識して
の計算継続結果

経過年利鍾 数

。 1，00鍾0 
l 1，100 
2 1，210 
3 1，331 
4 1，464 

5 
11L，9677410 8 1 6 

7 
8 

22，，3145U7 3 日

10 I1，，56952 3 
11 
12 1，707 
13 1，757 
14 1，8C日

15 

Ll1L13，，88888265357 4 6 5 9 
16 
17 
18 
19 

20 

1L1lI，，，，88778229170 0 6 6 5 
21 
22 
23 
24 

25 

1LlL1，，，8888B221228 9 6 2 9 
26 
27 
28 
29 

いたことが明らかとなった以上，正し〈は『マノレクス=

エ Y ゲノレ凡効果~ (Marx=Engels Effekt) と呼ばねばなら

ないであろう。」的

ζのカ ノレ・ハックスの提案は東ドイツにおいても一

般に受入れられている劃が， その場合，東ドイツのオッ

トマーノレ・クラッチ，ジーグフリート・タンホイザ

クノレト マテノレ不，パウノレ・夕、 ネグ舶はさきに引用し

たマノレクス・エンゲノレス往復書簡(特に『資本論』第2巻

への附録と Lて収録されている1867年8耳24日0 マルクスから

エンゲノレスへり手紙とそれに返答した 8月27日りエンゲルスか

らマルクスへの手紙〕ならびにそれをもとにして書かれた

『資本論」第2巻第8章における減価償却資金の再投資

による「事業の漸次的拡張」却〉論だけに着目しじ 「資本

論』第2巻第20章で「単純再生産」における固定資本の

現物補填と価値補填の関係を問題とし Iミζでは明ら

かにつぎのことが前提条件である。すなわち，第H部門

の不変資本のうちその価値からみて全部が貨幣に再転形

され，したがって年々現物で更新古れねばならない一方

の固定成分〔部分 1)は，第E部門の不資資本のうちなお

27) Karl Hax， "Die Bedeutung der betrieblichen Abschreibungs-und Inv田 titionspolitik
fur das Wachstum der modernen Inclustriestaaten，“ Zeltschnjペtfurhand砧τ此日間schaJ。
liche Forschung， Mai 1958， S. 252-253 
28) Tannha.useτund :Matterne， a. a. 0.， S. 224n.; Behr.ι a. 0.， S. 313 
29) Ottomar Kratsch， "Burgerliche betriebswirtsckft1iche Apologctik zu den aktuellen 
Abschreibungsproblemen in West，-Deutschland，" in lahrbuch des Instituts fur Wlrtschafts 
wissenscbaften， Prnhl"，m"， 晶 rpo佐iw:ht{nOknnomie， 3. Band， 1960， 229-230; Tamlhuuscr 
und Matterne， ~: a. C!.:! S. ，224; ~a~L Da~ek，_ "Zm degressiven Abschreibung als 
Fir羽田ierungsquelleder Kapitalismus，'‘ .Wirtschafts間四四schaft，Mai 1962. S. 694-695: 
OttGlll訂 Kratsch，Die Wirkung der A，岨 rtzsat耐 umauf die A是kumul叫 iondes 
Kapital!> im staatsnw1W•ροùstischen KaPitalismus， 1962， 192 
30) Marx， Das Ka.ρital， 2. Hand， 1961， S. 166 
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その旧来の現物形態で機能し続けていて，その損耗分 それによって生産さ

れる商品にそれが移してゆく価値喪失分 がさしあたり貨幣で補填されれば

よい他方の固定成分〈部分2)の年々の損耗分に等しいことである。したがって，

ζのような均衡は同等不変な規模での再生産の法則としてあらわれるであろ

う」叫とのべている乙とを完全に見逃している。

「もちろん， cその場合〕同様の関係が第I部門の固定資本についてもいえ
なければならなし、」掛から，マルクスのいう「同等不変な規模での再生産の法則」

なるものは，表現は異るが I取替は資産が設置されてからちょうど n年経過

時におこなわれるから， 氏は n年前になされた Gに等しい。いま Gがlに

等しいとしよう。もし Gが一定のままであるならば， 現存資本は過去 n年間

にわたる投資の蓄積であるから， それは単に nである。 ・..・・DI主現存資本。

l/nであるから，Dは 1である。そこで(最初の n年を経た後には)RとD

は相等しい」町という 「アメリカ型減価償却金融論」白特殊命題と同じもので

あることがわかるであろう o

とのように，マノレグスが「アメリヵ型減f而償却金融論」の特殊命題字杷揮し

ている以上，そこから一般命題に到達することはそれほど困難とは思われない。

事実 Iマルクスがこの問題を分析する心積りでいたことは『前述した2つの

場合，すなわちIlC (部分 1)がIlC (部分2) より大きい場合または小さい場

合は，拡大された規模での生産 そζではこれらの場合が無条件的に生じう

る にとって常に興味を提供するであろう』と記してあること Cf資本論~ n， 

471頁〕で明らかであるが，しかしー 彼はこの課題を果さないうちに生をおえ

てしまったのである」問。

以上の考察から， マルクスは「ドイツ型減価償却金融論Jの先駆者である

ばかりではなし さらに「アメリカ型減価償却金融論」の未完の開発者であ

31) Ebenda， S. 469 
3の 高須賀義博『再生産表式分析』昭和43年， 200ページ。
33) Domar， ot. cit.， p. 161 
34) 林直道「景気循環と固定費本投資一一恐慌論への 試論J，大阪市立大学経済研究日所編『戦後
景気循環乙設備投資』昭和33年， 38ベ ジー
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る部〉こ乙が明らかとなったが， それでは， w資本論』のなかにプリミティプな

形で混在している(マルクスがやり残した分析を補完した) . Iアメリカ型減価償却

金融論」と(マルクス・エンゲルスり共同研究をさらに延長した) Iトイツ型減価償

却金融論」との聞には，どのような関係が成立しているのであろうか。この問

題は， 再生産過程〔を粗投資り流れを中心としてモデル化した Yマー=アイスナ ・

モテツレ〕においてマノレクス=エYゲノレ兄効果がどのようにあらわれるか， とい

いかえることができるが， いずれにせよ， それに答えるためには， これまで

(その外装がことなるため〕パラハラのままで放置されていた「アメリカ型減価償

却金融論Jと fドイツ型減価償却金融論」とを同一次元にひきなおして，突合

せ(ドマー=アイスナ「・モデルにマルクス=ェ γゲルス効果を組入れてみ〕ることが

必要となるので，以下，章をあらためて，その準備作業として「アメリヵ型減

価償却金融論」と対話できるよう「下イツ型減価償却金融論」を翻訳してみよ

フ。

III マルケス=エンゲJ~ス効果の分解

周知のように，設備は使用するにつれて年々その全体生産能力(使用価値また

は価値)を喪失してゆくが， 耐用年数のつきるまで， ほぼ同一の期間生庭能力

(以下，期聞を l年として，年間生産能力む意味で用いる〕または同じ台数(現物形態ま

たは使用形態〕をもって稼働するという特性をもっている。したがって，設備に

ついては，常につぎのような2つの命題が成立する。、

1) 同じ期間生産能力をもっているまたは同じ台数の設備は，それが使用さ

35) 減価償却金融繭史上における『資本論』田地位をこりように解すると，さきに列記したオット
マ ルクヲヅチ以下の東ドイツの論者のように， r賢本論』第2者第8草において時価償却資金
の再投資による「事業の漸次的拡張jに論及した個所だけに着目して， Iドイツ型減価慣却金融
論Jを展開したり，また，ユ ゴスラピアりプランコ・ホルパ 卜のように， ，剰余価値学説史』
第2部「以外のところでは， マソレグスはこの主題に深くつっこんでいなL、J(Branko Horvat， 
“The Depreciation Multiplier and a Generalized Theory of Fixed， Capital Costs，" The 
Manch回 teγSchoolof E出nomicand Social Studies，恥tfay1958. p. 157.)と， マルクス
が「資本論』第2巻第Z章で D とK の「均衡」を「同等不変な現摸での再生産の法則」とし
て把握していることを見逃Lて，それとは無関係に「アメリカ型減価償却金融論」を展開するり
は，片手落ちもはなはだしい，いわねばならない。
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れ汗年数に応じて，ことなった全体生産能力(使用価値〕または価値たもう

ている。

2) 反対に，全体生産能力〔使用価値)または価値が相等しい設備でも，その

使用年数のいかんによって，期間生産能力は違い，またはことなった台数

に分割されている。

「ドイツ型減価償却金融論」が問題としている設備の期間「生産能力拡大効

果が生じる本来的基礎は〔以上のような 2つの〕生産能力〔間に成立してい

る〕特有の法則性に求めねばならない」笛〉が， では，設備の全体生産能力(使

用価値〕または価値， 期間生産能力または台数と使用年数の聞には， どのよう

な関係が存在しているのであろうか。

いま，設備の期間生産能力が耐周年数の同変化しないもりとすると，設備が

その残存年数〔耐用記童文マイナス使用年数〉の聞に生産しうる全体生産能力は期間

生産能力に残存年数を乗じた数量に等しいから，このような全体生産能力(T入

期間生産能力 (P)，耐用年数 (n)，使用年数 (e)の間の関係は(給付単位で〉

つぎのようにあらわすことができる。

く3)

その場合，設備の価値は全体生産能力(使用価値〕の減少に比例して減少す

るから，年々の減価償却は定額となる。じたがって，除去時の残存価値を無視

すれば， 設備の価値は減価償却く年額〕に浅存年数を乗じた金額に等しくなる

から，よりような設備の価値 (V)， 減価償却 (D)， 使周年数の聞の関係は

(貨幣単位で〉つぎのようにあらわされるo

D=---.Y← 
n-e 

(4) 

なお，その場合，減価償却は設備の取得原価を耐用年数で割った金額に等し

いから，取得原価を K として，5を (4)式の Dに代入すると，
36) Robert Nurck." Kapazitatsausweitung durch Anlagena1terung，" Betriebswir古'chaftliche
Fo門 chungund Praxis， Marz 1961， S. ltJ3 
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となる。

p，D=3 

Kー nV-
n-e 

第 106巻第1.2.3号

第 2図

j!-e 

(5) 

ところで，減価償却資金が再投資される場合には，設備の全体生産能力と価

値叫んら変化しないから，T と Vをコ γスタ Y トとすると，p=三τと
K V _ J _ _ '-'. kn.-.... =>1 ，_-. 

D=五=五三Eーのグラフは，第2図に示したように， 直角双曲線となる。し

かも，その場合， π もまたコ Y スタ y トと仮定されているので，P， D. Kは

すべて gの関数であるということになる。

以1::-C，設備の期間生産能力，減価償却ならびにそのn倍に相当する取得原

価はすべて使用年数いかんによって決定されることが明らかとなったので，つ

ぎに， (3)， (4)， (5)式のeへ0を代入して，、すでに e年使用した設備と全体生産

能力または価値が相等しいが，使周年数ゼロの設備の期間生産能力 (Po)，減

価償却 CDo)と取得原価 .CKo)を求めると，

九=与 (6) 
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D，，=γ 
n 

K，=V  

(7) ， 

(8) 

となるが，この(6)，(7)， (8)式でもってさきの(3)，(4)， (5)式を割ると，

P D K K n 
?守二万玄干=ーγ=五三云 (9) 

がえられる。

この(9)式は，平均してe年使用した(平均浅存年数 n-e年四)設備の期間生産

能力，減価償却ならびに取得原価は，全体生産能力または価値において相等し

い新設備の期間生産能力，減価償却ならびに取得闘の三τ倍になってい
ることを物語っている。その場合 I減価償却は期間生産能力の直接的表現に

ほかならないJ37)が， 取得原価は中古設備にはそDまま当てはまらないから，

それを別とすれば， ζの(9)式は，さらに，設備の期間「生産能力〔またはそD

具体的存在形態たる台数ならびに減価償却の〉拡大の可能性は，減価償却金融

のなかにあるばかりではなし企業者が 新設備のかわりに相当使い古した

中古設備を調達する場合にふ 〔減価償却金融によって〕達成できる程度の期

間生産能力〔またはその具体的あらわれとしての台数ならびに減価償却〕の拡

大はただちに実現できる」聞ことをも意味している。たとえば， ちょうど耐

用年数の半分を経過した中古設備を買入れた(e=号の)場合には，新設備の
-277=2倍の期間生産能力〔または台数〉 を入手することができる。 その結
η-2 
果J 減価償却も新設備を調達した場合とくらべて2倍になる。

もちろん，ひとたび純投資したのも，減価償却資金の再投資をつづけてゆ〈と，

設備の全体生産能力または価値は変化しないに4かかわらず，平均使用年数は

ゼロよりも大きく(平均残存平数は n よりも小さく〕なるから，期間生産能力(また

3わ Hax，" Die Bede旧tungder Abschreibungs-und Inv田titionspolitikfur das Wachstum 
industrieI1er Dnte泊lehmungeo，"in lndlぽ"たb"れ'ebund indUSN官llesRechηu司g百出町叫
1961， S. 15 
3町 Nurck，a. a. 0.， S. 162. 
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は台数)，減価償却ならびに取得原価は拡大する。 そして，その場合，当初の設

( ~ . 1¥ 
備が除去されるまでは，年々(1+~)の公比で幾何級数的に増加してゆき n、 nノ
1年目に(1+士r倍まで附るが n年経過後には，取得台数と除去台
数が次第に接近しでゆき，ついに相等しなくなって，拡大が中止するにいたる。

ところで，取得台数と除去台数が等しくなるのは，設備の年齢構成が均衡し

て， 。歳(残存年数が n年〕の設備 1歳(残存年数がn-l年〕の設備 2歳〔残

存年数が n-2年〉の設備 ......n-1歳〔残存年数が1年〉の設備がそれぞれ同

台数になっているからである。 したがって， その時の設備の平均使用年数は

O+1+2+...+(nー1〉制-1，6:: /""，~J-..."..，，，，"A-o "".J_，"._ n-l 1+2+3+ 十n ー
ニー←E一年(平均残存年数はn一一吉一 一一一一五一一一一

，+1 
「豆年〕と計算される。

そとでp この設備拡大ストップ時代の平均使用年数与~(または平均残存年

数弓与をさきの(械の e(またはnーのへ代入すると主主←という数値(fド

イツ型減価償却金融論」にいう拡大乗数〉がえられる O したがって，その時の期間

生産能力(または台数)，減価償却ならびに取得聞は当初の完了倍にな『て

いることがわかるが，この拡大乗数はつぎのようにしても求めることができる。

すなわち， (3)， (4)， (拭の e へ与~(またほ n-e ヘ弓1) を代入すれば，全

体生産能力または価値は新設備と変らないが， すでに平均しτ与 L年間

制ム1
した(平均残存年数-2-年の〕設備の期間生産能力 CP，ム減価償却 CDム取得原

価は(K.)， それぞれ

F.= 2T 
n十1

(10) 

Da -n主+主'1 く11)

-Va 2nV 
n十l

(12) 

とあらわされるから，己のM)，何， ω式をさきの(6)，(7)， (8)式で割ると，
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P. _ D. _ K._ K. 2n 
Po --D-;;玄子三了五平工 (13) 

カさえられしる。

こ白川式は3 一般的に妥当するさきの(9)式を拡大がλ トップしたという特殊

条件の下で具体化(一般式を特殊式化〉したものであるが，いぜんとして設備。

期間生産能力「拡大効果の問題が固定資本に投下された投下資本額〔主意味す

る取得原価〕と固定資本価値流通量〔をあらわす減価償却〕の〔拡大〕問題で

ある」聞ことをあらわしているから，設備の期間生産能力(または台数)，減価償

却ならびに取得原価の拡大係数は設備の価値〈ェ'/Jtルス旧いう実質価値)にたい

する取得原価〔エンゲノレス白いう名目価値〕の比率でもって測定できるわけである。

そこで，以下 2章にわたって，この比率を用い，再生産過程(を組投資の流

れを中心にしてモデノレ化Lたドマー=アイスナー・モデノレ〕においてマノレク九三エY

ゲノレス効果(減価償却資金の再投資による拡大効果〕がどのようにあらわれるかを明

らかにしよう。

IV 単純再生産とマルクスニ主〉ゲ}~ス効果

まず，はじめに阜純再生産をつづける国民経済またはその可除部分たる企業

における減価償却資金の再投資による拡大効果のあらわれ方を把握するために，

設備へり粗投資が t-n年から年々 g(貨幣単位〕ずつ同一規慢でお乙なわれて

いる停滞経済または停滞企業についてみると年の粗投資 (G，)， 取替投資

(R，)， t-1年から t年までの取得原価〈ζ〉ならびに t年の減価償却資金の再

投資(D，)は，それぞれ

Gt=g 

"Rt=GI_n=K 

lCt=ng 

D，= Kt 
t二一瓦一二g

(14) 

(15) 

(16) 

(17) 

39) 別府E十郎「減価世却基金の拡大劫JI((2 )J， r経済学研究』昭和41年6月号， 65へ一丸
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Eあらわされる。

この場合， G，=DtニR，という関係が成立しているから t年における粗投

資にたレする純投資の比率と減価償却資金の再投資にたいする取得原価の増分

(D，-R，)の比率はゼロである。

Gt-Dt _ g-g _.f¥ 
--cア一一一正一-v (18) 

D，-R， 五三豆一=0 (19) 
D， g 

ところで，さきの(拭を変形すると， V=(1-~)K になるから，それを用
いて t-1年から t年までの(未償却残高として現存する〕価値〔抗〉 とそれに

たいする取得原価 (K，)の比率を求めると，つぎのようになるo

V，= (1一千)計(1一千)g+(1ーザ)g十
(， 1¥(， 0¥n十1
+(1-7iE十(1一万)g ニヲ~" g (20) 

K._ ng 2n 
V， n+l n十1 (21) 

2 

ζの制式は，純投資を欠く単純再生産の場合においても， 減価償却資金の再

投資による期間生産能カ(または台数)， 減価償却ならびに取得原価の「拡大効

果は・ 個別的にも社会的にも〔完全に拡大乗数において]成立するj叫こ主

を証明している。

もちろんこの効果が生ずるためにはじそこに至る過程におい乙当初〕

本源的投資〔として純投資〕がな〔されな〉ければならぬ。」叫たとえば年

40) 上担論文1 侠)へーι
この点に関して，持直道教授は「社会的再生産全体としてみれば，拡張と縮小とは相殺され，減
価償却[資金の再投資jによる『拡張再生産」日仮慢は消えうせてしまうJ (林直道「固定資本り
償却基金と r拡張再生産』現象 《ルフチ ローマγ効果》的思考のー批判J.r経済学雑誌』
昭和田年12月号， 34ベ シJといわれるが. ，償却基金由民ん効果が社会的にみられることはす
でにみたところJ (別府，前掲論文. 90ページ〉から明らかなように， いかなる時点、をとって
も，設備の車得原価〔エンゲルスりいフ名目価値〕は未償却残高として現存している価値くェγ
ゲルのいう実質価値〉と等しいか，それよりも大きい (K，孟V，)から，縮小することはありえな

し、 (~"'1) りである。
4!J高調賀，前掲書， 238ペジ。
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を再生産へ入った年とすると，t-n年から t年までの聞に，第2表(7)欄の上
1.0¥.1.1¥1.  . 2¥ 1. n-2¥ 

部に示したように，(l-::)g+(l--=-)g+(lー )g+ー +( 1一一ーは+¥ n/ ¥ n/ ¥ nノ¥ n ノ

1 一一)g二 -2 gの純投資がおこなわれている。そして，それに相応して，( 1_n~1)g=n~1 
o 1 2 n-2 nー1

減価償却資金の再投資により， 万g+王子g十万g+ー+一玄-g十一五-g=

号LZだけ取得原価が増加している。したがって，取得原価比純投資によ
(n+l . n-l¥  

る増分と再投資による増分を合せる\~g斗----z"-g=ng) と， ちょうど純

1 n+l 2n ¥ 
投資に拡大乗数を乗した金額 \~g 五「叫と等しくなるわけである。

しかし，単純再生産が展開しだすと， ~暗式と同式ならびに第 2 表(7)欄と (8)欄

の下部がすべてゼロになっていることから明らかなよう~:--， もはや純投資は一

文も追加きれないから，減{而償却資金の再投資は取得原{而の増加と結びつかな

〈なり，取替投資に一致する。そして，かかる経過にそって，期間生産能力

〈または台数〕ならびに減価償却もまた拡大乗数のレヘノレに止ったまま動かなく

なってしまう。

以上の考察から単純再生産の場合，減価償却資金の再投資は，すでに拡大乗

数のレベルにおいて成立している拡大効果を保持しながら， 設備の価値(また

は使用価値)の補填 C，i持〕投資と現物での補填〔取替〕投資という機能をはたし
ていることが明らでとなったが，それでは，拡大再生産をつづけている国民経

済またはその可除部分たる企業において，減価償却資金の再投資はどのような

拡大効果をあげ，また，それと密接に結びついて，いかなる機能をはたしてい

るのであろうか。

V 拡大再生産とマJl-?ス=エンゲJl-ス効果

周知むように，拡大再生産は単純再生産〔部分〕とそれをこえる純拡大再生産

(部分〉とから構成されているが，その場合，拡大再生産のなかに含まれている

単純再生õä' c部分〕については，前章で解明 I~ たことがそのまlま妥当するので，

以下，それをのぞいた純拡大再生産C部分〉における拡大効果のあらわれ方を単
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純再生産の場合と同じ手法で明ら

かにしてみよう o

そこで，考察範囲を純拡大再生

産部分にしぼり，第3図の f部分

として示したように，設備への粗

投資が tー (n-1)年から年々 Jg

〔貨幣単位〕ずつ算術級数的にふえ

てゆ〈成長経済または成長企業の

純成長部分をとりだしてみると，

n-1年後の t年における粗投資

(Gふ取替投資〈凡)"t-l年か

らz年までの取得原価 (K，)なら

びに t年の減価償却資金の再投資

(D，)は，それぞれ，

G，ニn..dg

R，=G，_"二日

上一一一一」
1 勿 t-(η 1)

第 3図

G 

(22) 

(23) 

ーか{叩十2+". ・ +(n~2)十 (n一川匂=dT♀・Jg (24) 

D，= K， =n-1 
戸 n 三万 'Jg (25) 

とあらわきiれる。

この場合.Gt>Dt>Rt とL、う関係が成立している ζとはいうまでもないが，

Z 年における減価償却資金の再投資ならびに純投資にたいする取得原価の増分

(G，-R，)の比率を，計算すると，

空三1.Jg~O 
Dt-Rt _ 2 唱

D， n 21. Jg 
(26) 
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年

t-n 

t-(n-l) 

t-(n-2) 

t-(n-3) 

t...， (n-4) 

t-(n-5) 

t-l 

t 

t+l 

t+2 

である。

第1岨巻第1・2・3号

第 3表純拡大再生産(下部)とそこへの

いI (1)日同|時!品結晶再投資
[=1)(合司計 (2)合計 前年の(3)/n~(4)

。 。 O O 

dg O dg 。

2.&g O (1+2).dg idg 
n 

3..Jg 。 (1+2ート3)-4g 1十 ~.dg
n 

4.dg 。(1+2+3+4).dg l+n2+3 :'g 

〔n1)n dg (nー1)(nーの(nーl)-dg 。 2π dg n 

n.iJg 。 (n-十T1〕-ndg n-l 
'y.dg 

(n+l)-dg dg -〔n-+Ef3〕-ndg ゴn+了l.dg

G，-R， n-，1g-O 2n 
百二万一一一一つ戸T一一一日1n. Jg←←E

・/Jg

(減設価備償%却貸引万合当金計〕

(4)合計一(2)合計~(司

。
O 

i dg 
n 

1+(1十2).4g
η 

1+11十2)+11+2十3)
n dg 

(n-l)(n-2) 6"'--/ 'dA 

〔yz+1〉(n l〕dg 
6 

白土276丘三笠.dgσ 

(27) 

つぎに" t-1年から t年までの設備の価値 CV，) とそれにたいする取得原

価 CK，)の比率を求めると，つぎのようになる。

吋卜千)0.，1g十(1一千)ト，1g+(l主主)川g
+ 十(l-;)(nーの-，1g+(l-! )(n-1)・4
(n+1
、
Cn-l)
3

ー一・/Jg (28) 
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移行過程 C上部)における各項目の勤き

〔未 償 却 残 値高〉 ll(1-投3)資(6)のと増そ分れによる I再(3)投の増資分による(1)拡lそffi大れ)投にの資増よ分ると

(3) 俳何但)-(叫~(司 性)-(か(8) (十1)(ー8)(=司(=9)何

。 。 。 O 

Jg Jg 。 Jg 

{ (1+2)ー士}Jg (2 士).1g ~.dg 
n 

2..1g [ 

{c山 +331+?む}.dg (3ーヰ司 .1g 1~2. Llg 
n 

3..1g 

{c山+山〕ー (4ヰ土う dg 十←一2一+3Jg 4..1g 

" 山山

(，，-1) (η+1)..Jg 
3 

IMI)(nITJ)14 (一n一ー一1)五Q>ーの .Jg 〔刃ー1)-.1g

(2，，+ 1)印 +1)..Jg n豆+-1dg n-l 
n-4g 

6 --2"dg 

(n+2〕6〔π十1)..Jg -z-Eト2.L1g n-1 
.. 2 -..1g n.jJg 

(29) 

n(n-1) 
K，一一一.2 ~/ ~ J，g 3n 

v. 包土旦生二1).Arr - 2(n干1)
3 -6  

ζの同式は， それをさきの制式とくらべてみれば，容易にわかるように，純

拡大再生産〔部分)では，単純再生産の場合よりも，減価償却資金の再投資から

生ずる期間生産能力〔または台数)，減価償却ならびに取得原価の拡大効果がよ

り低いレベノレで 〔つまり，拡大乗数先よりも小さい安元ァ倍において〉成立し

ていることを示しているが， なぜそうなるのかというと，単純再生産の場合

には，すでにのべたように，設備の平均残存年数(n-e)が社社主 主=

η+1 
一三一年(したがって平均使用年数〔めが-2-年〉であるのにたいし，年齢(平均使
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周年数〕の若い設備が相対的に多い ζの場合には，平均残存年数は延長されて，

1・2+2.3十3・4十ーー+(n-1)n_ 2(η+1) 
一一一一一年(平均慣用年数は反対に短縮されてz1+2十3+......+Cn-l)

2(n+l) n-2 
n一一 3一一~3一年〕となるからである。

なお， ζの純拡大再生産(部分〕においては，取替投資はゼロであるから，減

価償却資金の再投資(与1・Jg)は，白骨式ならびに第3表(8澗の下部に示され
ているように，それと同額の取得原価の増加となってあらわれ，期間生産能

力〔または台数)ならびに減価償却の拡大投資として作用する。もちろん，この

( n+1 ¥ 
場合には， 純投資 l~.dg) もまた，第 3 表(6)欄の下部に示されているよ

うに それと同額の取得原価の増加をもたらし， 同じように期間生産能力(ま

たは台数〕ならびに減価償却の拡大投資として作用する。 したがって， 両者を

合せる(与1・布+与L・必ニn'dg)と，新たに生ずる拡大効果は，制式

ならびに第3表(9)欄に示されているように， 単純再生産(部分)が年々新たにつ
( n+1 

け加わったかのごとく，純投資に拡大乗数を乗じた金額ト7 ・dgx五了

ニn咋)と等しくなる'"。

以上の考察によって，拡大再生産の場合，減価償却資金の再投資は，設備の

価値(または使用価値〕の補填(維持〕投資と現物での補填〔取替〉投資という一般

的機能以外に， さらに設備の期間生産能力(または台数λ 減価償却ならびに取

得原価の拡大投資という特殊な機能をもはたしているが，そこに成立する拡大

効果は，年齢り若い設備が相対的に多いため，拡大乗数のレベルには達しない

という乙とがで確認できるのである。

n-l-1 
42) この場合， i年々 の蓄積〔純投資〕が〔一τ-4g;nと4gを10とすると)55であるにも拘b
らず，名目価値〔車骨原晒]が〔そ町拡大乗数倍に相当する π.L1g;n とJgを10:とすれば]

100単位ずつ増加するのは，償却金白再投資による[号~.4g; nと止を 10とすれば，拓単
位の〕拡大効果に由来する。J(藤田昌也何マルクス=エソグルス効果』の拡太再生産における
展開J，九大大学読『経済論究』昭和44年 3月号， 82へ Y'o ヵγコ内補足 高寺〕しかしなが

n十1
ら，取得原価の増分のうち純投資による分 Cz'.Jg)は減価償却資金町再投資による拡大効

果とはし、えないよLとに注意しな日ればならなu、


